
キヤノンと花王の企業内知財教育プログラムの比較研
究

エグゼクティブサマリー

本調査（直近5年＝概ね2021〜2026年の公開情報を優先）では、キヤノンは「全社への浸透（階層別研修＋
OJT）」を軸に、研究開発・事業・知財部門の連携を“常態化”させる教育設計であるのに対し、花王は「研究
員の能力段階に合わせた講座（特許作成・特許実務・特許戦略・マネジメント等）＋1対1指導＋eラーニング
評価」を軸に、研究現場に密着して“戦略的思考を鍛える”設計が強い、という対比が最も大きい結論です。

キヤノンは、階層（新人〜部長級）×テーマ（知財制度、アイデア創出、先行技術調査、拒絶理由検討、意
匠・商標、著作権、ライセンス契約、知財戦略、リスクマネジメント等）のマトリクスで研修領域を俯瞰で
きる形で提示しており、カバー範囲の広さと「全社必須＋任意」や動画配信など“スケール”に強みがありま
す。

花王は、研究員向けの知財教育を「入社時〜リーダー」まで年次・役割で段階化し、特許導入→特許作成
（基礎/実践）→特許実務（拒絶理由対応、外国出願、他社特許対応）→特許戦略→特許マネジメントへと、
実務と結びついた到達目標で設計しています。特許作成・特許戦略の座学にeラーニングを導入し、簡単なテ
ストで理解度確認を可能にした点、また講座ごとに受講者・指導者双方のアンケートを回し改善する点が、
公開情報上の強い特徴です。

成果指標（公開ベース）では、キヤノンは「年間特許出願  10,000件超（2025年）」「保有特許  90,000件超
（2026年1月時点）」「米国での特許取得件数 2,623件（2025年、IFI CLAIMS集計に基づく）」等を自社サイ
トで具体的に提示し、グローバルな権利化・模倣品対策等も含めた“知財活動の規模”を明確にしています。

花王は、研究員向け知財教育について「2021年にのべ約450人が参加」や、教育が研究員の主体性・知財化
意識を高め、年間出願件数や登録査定率を高水準で維持している、という“教育→行動変容”のストーリーを
公式資料で述べています。一方、予算・人員（教育専任比率等）・教育KPI（合格率、出願品質指標など）の
定量開示は限定的で、詳細は未公開です。

調査範囲と方法

対象は「キヤノン」と「花王」の企業内知財教育（社内研修・OJT・eラーニング・制度/仕組みを含む）であ
り、優先情報源は両社公式サイト・公式報告書、次いで特許庁 や公的資料、学術・業界媒体としました。
キヤノン側は、日本弁理士会 の公開PDF（2026年）およびキヤノン公式「知的財産」サイト、さらに有価
証券報告書（知財教育の記載）を基幹資料として用いています。

花王側は、サステナビリティ関連の公式PDF（2021〜2025の範囲で取得可能だったもの）と、知財教育の詳
細設計が記載された特技懇（2019年）の公開PDFを中核に置きました。2019年資料は「直近5年」より古い
ものの、教育カリキュラム・頻度・評価（アンケート）・運営体制が最も具体に開示されているため、後年
（2022・2025）の公式資料で方針・枠組みの連続性（教育と浸透、eラーニング活用、知財MIX等）を確認し
つつ、限定的に採用しています。
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「未公開」の扱いは、(a)  公式サイト/公式PDF/公的資料で裏取りできない、(b)  直近5年優先の範囲で更新値
が確認できない、のいずれかに該当する場合に「未公開（本調査で確認できず）」と明記しました。

キヤノンの知財教育プログラム

キヤノンの知財教育は、「知財部門の人材育成」と「事業・研究開発部門の知財力強化」を両輪とし、両者
がそろって初めて“三位一体”で知財戦略の立案・実行が可能になる、という目的設定が明示されています。

対象者は大きく二層です。第一に、特許の出願・権利化を主業務とする知財部門の「特許技術者」。第二
に、発明を生み出す研究開発者や、事業部門を含む全社従業員で、階層別研修や発明啓発イベント等を通じ
た浸透が公式に言及されています。

カリキュラムは、階層別（新人・中堅・リーダー・課長・部長）に、知財制度、アイデア創出、提案書作
成、先行技術調査、拒絶理由検討、技術標準、著作権、意匠・商標、技術契約/ライセンス契約、知財戦略、
リスクマネジメントまでを含む形で俯瞰図（図6）として提示されています。これは「基礎知財」だけでな
く、契約・戦略・リスク領域まで含む“知財業務全体”への射程を示すものです。

教育手法は、OJT重視を明確にしたうえで、集合研修やWeb教材（OFF-JT）を組み合わせる構造です。研究
開発部門では「アイデア出しとブラッシュアップ活動」など、発明者・上長・知財担当者が先行技術を見な
がら議論し発明を磨くOJTが記載されています。

知財部門（特許技術者）に対しては、新入社員の全社受入研修後に知財部門へ着任し、約3か月の知財本部研
修を経て配属される流れが示されています。研修冒頭の約1週間はグループ会社知財部門配属者も含めた合同
研修で、知財法の基礎だけでなく、特許出願、技術契約、模倣品対策、ライセンス、特許訴訟等、知財業務
全般の基礎を学ぶとされています。

さらに、知財部門内の育成施策として「クロスセンター研修」が紹介され、知財本部（400人超、4センター
体制）の中で、半年に数名ずつ、3〜6か月程度、週2〜3日ペースで他部門業務を経験することで視野拡大と
ネットワーク形成を図るとされています。知財ミックスの必要性を背景に、部門横断理解を促す設計と読め
ます。

評価方法（理解度テスト、教育KPI等）は、教育そのものの試験制度としては公開情報が限定的です（未公
開）。一方で、社内発明表彰制度は、知的財産法務本部長が委員長を務める「特許審査委員会」による審議
を経て受賞が決まるとされ、表彰が開発者のモチベーション要因として機能している点は、教育の“動機づけ/
行動喚起”の仕組みとして位置づけ可能です。

組織体制・ガバナンス面では、キヤノン(株)と各国グループ会社間で役割・責任・活動方針策定プロセス等を
定めた「グローバルマネジメントルール」を策定し、グループ知財活動を統制しつつ、訴訟・ライセンスで
連携する枠組みが説明されています。ここは教育の前提となる“統制された運用環境（ルール）”として重要で
す。

リソース（人員・規模）として、知財本部が400人超であること、外部（官公庁・グループ会社等）への出向
者数が38名（2026年1月時点）であることが示されており、職務を通じた学習機会の外部連結（出向）も育成
の一部として組み込まれていると解釈できます。予算・外部委託比率は未公開です。

成果指標（公開ベース）は、特許・模倣品・訴訟等を含む多面的な開示があります。保有特許件数90,000件
超（2026年1月時点）、年間特許出願件数10,000件超（2025年）、累積の特許権侵害訴訟（原告）約200件
（2026年1月時点）などが示され、教育の背景となる知財活動の規模が分かります。
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また、米国特許取得件数ランキング（2025年）で7位、取得件数2,623件という具体値が提示されており、権
利化アウトプットの国際的水準も確認できます（集計はIFI CLAIMSの発表に基づく旨が明記）。

花王の知財教育プログラム

花王の知財教育は、知的財産部門を研究開発部門の一部として位置づけ、研究開発部門に密着して知財活動
を進める、という前提が明示されています。研究員を「事業発展の原資」と置き、研究員に知財の重要性を伝
え「共に成長する」知財教育を作り上げてきた、という目的設定が特徴です。

対象者は、研究員を中心に年次・役割で細分化されます。2019年時点での講座体系として、特許導入講座
（新入者・中途採用者）、特許作成講座（入社2年目）、特許戦略講座（入社4年目）、GL特許研修（研究
GL/SGL）という4本立てが示され、講師も知財部長・知財担当者・知財GL等、内部人材で構成されていま
す。

その後、運用改革として、特許作成講座を「基礎編（座学中心）」と「実践編（明細書作成を含む）」に分
離し、特許戦略講座も「特許実務講座（権利化・外国出願・他社特許対応の3部）」と「特許戦略講座」に分
け、特許実務講座は対象者制限を設けず何回でも受講できる講座として運用改革したことが述べられていま
す。さらに、社外連携増加を背景に契約を独立講座として新設した点が、契約・ライセンス領域を教育に組み
込む具体例です。

カリキュラム内容は、特許制度・明細書作成にとどまらず、事業と特許活動、ライセンス、外国特許制度、
特許紛争、他社特許対応（クリアランス）などを含み、実習として先行技術調査、明細書案作成、パテント
マップ作製、発表会などが明示されています（図7、図8）。このため「特許出願スキル」だけでなく、競合
分析や戦略立案まで射程に入れた設計です。

教育手法は、集合研修＋1対1指導＋発表会（相互議論）のハイブリッドが明確です。特許作成講座・特許戦
略講座では、まずプロジェクトメンバーが集合形式で必要知識を講義し、その後、研究員1人に特許担当者1
名がついて一対一で指導し、双方向の議論を通じて進めるとされています。研究マネージャーも参加し、知的
財産部門と研究開発部門が協力して成果を得る講座設計（“双方向育成”）である点が強い特徴です。

eラーニング活用（評価含む）も具体的に言及されます。受講者増に伴う日程調整や理解度ばらつき等を背景
に、特許作成講座・特許戦略講座の座学にeラーニングを導入し、研究員が空き時間に受講でき、eラーニン
グ内の簡単なテストで理解度確認が可能になったと説明されています。

頻度・期間は、図8に月レンジとして提示されます（例：特許作成講座実践編は12月〜翌5月、特許実務講座
は9〜10月、特許戦略講座は4〜9月、特許マネジメント講座は7月頃で隔年など）。また講義時間も、たとえ
ば特許作成講座実践編は計5時間程度（2日）など、具体値が公開されています。

評価方法としては、(1)  eラーニングのテスト、(2)  講座実施時のアンケート（受講生と特許担当者双方）によ
るニーズ把握と次年度改善、(3)  指導のやり方を標準化するガイドライン作成（指導方針・内容のベース合わ
せ）が明示されています。KPI（合格率や出願品質指標など）としての定量開示は未公開です。

組織体制は、2019年時点で知財部門メンバーが80名を超える組織へ成長し、契約機能増強、情報システム強
化等を進めたうえで、研究開発部門別の特許担当グループ、契約グループ、グローバルIP連携グループ、情報
戦略グループ、企画管理グループ等からなる体制で、知財教育には知的財産部門の全グループが関与する、と
説明されています。
直近の公式資料では、研究開発部門のentity["organization","知的財産部","kao  r&d  ip  dept"]と法務部門
のブランド法務部 が連携して知財を戦略的に管理する、という管理体制が明示されています。
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成果指標（公開ベース）としては、研究員向け教育の参加者数（2021年のべ約450人）が具体に記載され、教
育の結果として研究員が知財化・ポートフォリオ構築をより主体的に意識するようになったこと、また教育
を繰り返し受講することで年間出願件数や登録査定率を高水準で維持している旨が述べられています（ただ
し件数等の具体値は未公開）。

加えて、近年の資料では、商標について国内事業部門向けセミナーや国内外の新任マーケティング担当向けe
ラーニング講座を実施し、意匠・商標・著作権・不正競争防止法を横断して事例解説する実践的セミナーを
新規開発・実施していることが記載され、特許中心から“知財MIX”型へ教育対象を拡張していることが確認で
きます。

比較分析

比較表

比較軸 キヤノン（公開情報） 花王（公開情報）

目的

知財権で事業を成功に導くため、知財部
門だけでなく事業・研究開発部門の知財
力を強化し「三位一体」の知財戦略立
案・実行を可能にする。

研究開発部門に密着した知財部門が研究員に知
財の重要性を伝え、研究・事業戦略と共創しな
がら研究員の戦略思考を育成する。

対象者

全従業員の階層別研修、事業・開発部門
向け研修（発明創出・クリアランス
等）、知財部門（特許技術者）育成が公
式に言及。

研究員中心に入社時〜リーダー（GL等）を段階
化。加えてマーケティング担当等へeラーニン
グ/セミナーを展開（知財MIX領域）。

カリ
キュラ
ム内容

階層別に、知財制度、アイデア創出、先
行技術調査、拒絶理由検討、著作権、意
匠・商標、契約/ライセンス、知財戦略、
リスクマネジメント等を俯瞰提示。

特許導入/作成/実務/戦略/マネジメントを体系化
し、拒絶理由対応、外国出願、クリアランス、
侵害・非侵害、ライセンス等を含む。社外連携
増を背景に契約講座も新設。

教育手
法

OJT重視＋集合研修＋Web教材等のOFF-
JT。知財部門新人は合同研修＋基礎演
習。知財部門内でクロスセンター研修
（3〜6か月、週2〜3日）など配置横断型
育成。

集合研修→1対1指導→発表会（相互議論）とい
う“実務密着”型。座学はeラーニング化し、テス
トで理解度確認。

頻度・
期間

新人（特許技術者）で約3か月の知財本
部研修（全社研修後）。クロスセンター
研修は3〜6か月。全社研修の実施頻度・
各講座時間は未公開（動画配信で制約低
減の取組みは言及）。

図8で月レンジ・講義時間まで開示（例：実践編
は12月〜翌5月、計5時間程度/2日など）。特許
マネジメント講座は隔年など頻度も明示。

評価方
法

教育プログラムの理解度テスト/教育KPI
は未公開。一方、発明表彰は特許審査委
員会の審議を経て決定し、動機づけとし
て機能。

eラーニング内テスト、講座ごとの受講者・指導
者アンケート、指導要領ガイドライン作成（指
導品質の標準化）を実施。教育KPIとしての定量
開示は未公開。

組織体
制・ガ
バナン
ス

グローバルマネジメントルールでグルー
プ知財活動を統制。本部間トップミー
ティングで事業・研究開発と知財の幹部
が戦略議論・意思決定。

研究開発部門の知的財産部と法務部門のブラン
ド法務部が連携し知財を戦略管理。重要案件は
経営会議・取締役会で審議（2021年12月時点の
体制図）。
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比較軸 キヤノン（公開情報） 花王（公開情報）

リソー
ス

知財本部400人超（2026年論文内）。外
部への出向者38名（2026年1月時点）。
年間出願10,000件超など規模の大きさが
前提。予算・外部委託比率は未公開。

2019年時点で知財部門メンバー80名超、複数グ
ループで教育に関与。研究員規模は約2,800人と
記載（2019年）。直近の予算・外部委託比率は
未公開。

成果指
標

保有特許90,000件超（2026年1月）、年
間特許出願10,000件超（2025年）、米国
特許取得2,623件（2025年）。JPO年次
報告書では国内特許登録件数3,866件
（2023年）で国内企業1位。

研究員向け教育参加（2021年のべ約450人）、
教育による主体性向上や出願件数・登録査定率
の高水準維持という定性的成果を公式資料で説
明。JPO年次報告書では商標登録件数332件
（2023年）で国内企業3位。

強み

全社浸透を前提に、階層別×テーマの幅
（制度〜契約/戦略/リスク）と、OJT＋
制度（表彰）＋ガバナンス（トップ会
議）で“文化”を再生産する設計。

講座設計が詳細（対象者・時期・時間・実習）
で、1対1指導・発表・アンケート改善・指導ガ
イドラインなど、教育運用のPDCAが具体。

課題

教育のテスト設計、教育KPI、研修受講
データと事業成果（権利活用・訴訟回避
等）の因果の可視化は公開情報では乏し
い（未公開）。

近年（2021〜2025）における講座体系の最新詳
細（図8相当の最新版）や、教育コスト/工数、
教育KPIの定量開示は限定的（未公開）。

構造的な違いの要点

キヤノンは、教育プログラムを「階層別研修（全社）」と「OJT（日常業務）」に埋め込み、さらにトップ会
議・表彰といったガバナンス/インセンティブ機構で“知財活動をするのが当たり前”という状態を再生産する
設計です。教育コンテンツ単体というより、制度群（研修・会議・表彰・グローバル統制）で知財行動を強
化するモデルと言えます。

花王は、研究員向け教育を「特許制度の知識」から「明細書作成」「拒絶理由対応・クリアランス」「特許
戦略立案」「マネジメント」へと段階的に到達させる“技能形成（skill-building）”の色が強く、さらに指導
者・受講者双方のアンケート、指導ガイドライン作成などで教育品質を平準化する設計が読めます。

強み・課題の整理と改善提案

共通の論点

第一に、両社とも教育の重要性・実施内容の方向性は示される一方、「教育KPI（学習到達）→知財KPI（出
願品質・拒絶率・クリアランス精度等）→事業KPI（競争優位・訴訟回避・ライセンス等）」を一気通貫で測
る枠組みは、公開情報からは確認しづらく、成果を“説明可能”にする設計余地があります。

第二に、両社ともeラーニング/オンライン教材を活用していますが、外部の標準教材を補完的に使う余地も
あります。工業所有権情報・研修館 と米国特許商標庁 等の制度を前提にしつつ、IFI  CLAIMS  Patent
Services のような外部統計・ベンチマークも参照し、社内教育で不足しがちな“共通基礎の平準化”を外部
教材で補う、という発想が取り得ます（例：初心者向け・実務者向け動画教材の提供が公的に言及）。

以下、公開情報で見える各社の設計思想に沿う形で、改善提案を具体化します（提案であり、実施状況の断
定ではありません）。
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キヤノンへの改善提案

キヤノンは、教育テーマが制度・検索・拒絶対応から契約・戦略・リスクまで広く、規模指標（年間出願、
保有特許、模倣品対策範囲等）も大きいため、教育の“網羅性”は強みです。
改善余地は、(a)  階層別研修の到達度を可視化する測定指標（例：クリアランスの再現率/適合率、拒絶理由
対応の品質指標、契約レビューのリードタイム等）を、可能な範囲で社内KPIとして設定し、(b)  研修受講履
歴と実務成果（出願品質、権利活用、係争回避など）をつないだ分析を行うことです。これは、キヤノン自身
が「知財で事業を支え、ポートフォリオを最大限活用し、ライセンス収入等にもつなげる」と述べる方向性
と整合します。

具体策としては、既に存在するクロスセンター研修（部門横断経験）を、個人の成長だけでなく、教育KPI
（他センター業務理解のテスト/ケース面談、横断案件への参加数など）と紐づけることで、“部門横断の知財
ミックス対応力”を定量化しやすくなります。

花王への改善提案

花王は、講座体系・実習・評価（テスト、アンケート）・指導ガイドラインまで公開情報上でも具体であ
り、教育運用のPDCAが強みです。
一方、直近5年優先でみた場合、2019年資料ほど詳細な“最新版の講座体系（対象・時期・工数）”の公開は限
られるため、社内では更新されていても外部からは見えにくい可能性があります（未公開）。

改善提案は、(a)  研究員向けに強い教育体系を、事業部門・マーケティング部門向け（既にeラーニング/セミ
ナーがある）へ拡張した際の“役割別コンピテンシー”を明示し、(b)  教育参加（例：のべ450人）から、出願
品質や登録査定率等の成果指標へ至る因果を、可能なら統計的に示すことです。花王は「知財MIX」や部門別
セミナー開発を明示しているため、特許中心から意匠・商標・著作権・不競法を含む“横断知財”へ、教育評
価軸も拡張するのが自然です。

また、講座負荷（「負担が高い」意見がある）に対し、背景情報量調整や市販解析ツールの活用で“考える作
業に重点”を置く工夫が述べられています。これを制度化し、受講者の前提知識に応じた事前教材（外部含
む）＋集合/討議＋成果物レビューの3層に分けると、教育効率と学習体験の一貫性がさらに高まります。

両社に共通する提案

最後に、両社の設計思想を崩さずに共通導入できる枠組みとして、以下のプロセスを提案します（社内実装
例の一案）。

flowchart TB
  A[対象者を役割で定義] --> B[到達目標を行動で定義]
  B --> C[教育手段を組合せ]
  C --> D[成果物で評価]
  D --> E[知財KPIに接続]
  E --> F[事業KPIに接続]
  F --> G[教材・運用を改善]
  G --> C

この枠組みは、キヤノンが示す「OJT＋OFF-JTの補完」「階層別教育」や、花王が示す「実習・発表・アン
ケート改善」「戦略的思考の育成」と整合します。公的側も、習熟度に応じた教材提供やオンライン教材整
備を述べており、内製教育の一部を外部教材で補完しやすい環境がある点も追い風です。
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